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１．企業集団の状況 
 
 
当企業集団はローランド株式会社（当社）及び連結子会社２２社、持分法適用非連結子会社１社、持分法

適用関連会社１社、その他関係会社２１社より構成されており、電子楽器及びコンピュータ周辺機器の製造、
販売を主な事業としています。事業内容と当社及び主な連結子会社、持分法適用の関係会社、その他の関係
会社の当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りです。 
 
事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社 

 

国 
内 
 

連結子会社(３社) 
ﾎﾞｽ㈱､ 
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ 
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
 
その他関係会社(１社)            

（計  ４社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電子楽器 
事  業 
（当 社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
･電子楽器 

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､ 

電子ﾄﾞﾗﾑ及びﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ､ 

ｷﾞﾀｰ･ｴﾌｪｸﾀｰ､ 

ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､ 

楽器用ｱﾝﾌﾟ､ 

ｷﾞﾀｰ･ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ 

 
･家庭用電子楽器 

電子ﾋﾟｱﾉ､ 

電子ｵﾙｶﾞﾝ､ 

ﾐｭｰｼﾞｯｸ･ﾃﾞｰﾀ 

 
･音響機器 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾚｺｰﾀﾞｰ､ 
業務用ｱﾝﾌﾟ及びｽﾋﾟｰｶｰ､ 
音源ﾎﾞｰﾄﾞ(OEM) 
 
･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器他 

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連商品､ 
ﾋﾞﾃﾞｵ編集機器､ 
ﾊﾟｰﾂ(製造部品等)､ 
音楽教室 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
海 
外 
 
 
 
 
 
 
 

連結子会社(１３社) 
Roland Corporation U.S.､ 
Roland Canada Ltd.､ 
Rodgers Instruments LLC､ 
Roland Audio Development Corporation､ 
Roland Europe S.p.A.､ 
Roland(U.K.)Ltd.､ 
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH､ 
Roland Central Europe n.v.､ 
Roland Italy S.p.A.､ 
Electronic Musical Instruments Roland Scandinavia A/S､ 
Roland Iberia, S.L.、 
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､ 
Roland Systems Group U.S. 

持分法適用非連結子会社(１社) 
Roland Brasil Importacao, Exportacao, Comercio,  
Representacao e Servicos Ltda. 

持分法適用関連会社(１社) 
Roland Taiwan Electronic Music Corporation 

その他関係会社(１７社) 
楽蘭電子（蘇州）有限公司､ 
楽蘭（上海）貿易有限公司､ 
他１５社                  

（計 ３２社） 

国 
内 

連結子会社(１社) 
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱   

その他関係会社(１社)            
（計  ２社） 

 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
周辺機器 
事  業 

(ﾛｰﾗﾝﾄﾞ 

ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.
㈱ ) 

 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器 

ﾌﾟﾘﾝﾀｰ､ 

ﾌﾟﾛｯﾀ､ 

ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ 

 

 
海 
外 

連結子会社(５社) 
Roland DGA Corporation､ 
Roland DG Benelux n.v.､  
Roland DG (U.K.) Ltd. ､ 
Roland Digital Group Iberia, S.L. ､ 
Roland DG Mid Europe S.r.l. 

その他関係会社(２社)            
（計  ７社） 

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社 
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電

子

楽

器

事

業 

ボ ス ㈱ 

Roland Taiwan Elec- 
tronic Music Corp. 

ローランド 

 イーディー㈱ 

モ デ リ ン グ 

ア ー ル ㈱  

ローランド  

ディー．ジー．㈱
Roland DGA Corp. 

その他 6社 

Roland Corporation

U.S. 

その他 2社 

Roland Corporation

Australia Pty. Ltd.

その他5社 

Ro製 品 land (U.K.) Ltd.

その他 8社 

 

製

品

製

品製

品

製 品

製 品

原材料 

製品 

製 品

 原 材 料

製 品

製 品 

原 材 料

製 品

 Electronic Musical 

 Instruments Roland 

 Scandinavia A/S 

 その他 2社 

 Roland Brasil  

 Importacao, Exportacao,

 Comercio, Representacao 

 e Servicos Ltda. 

 その他1社 

製

品

製

品

Rodgers  

Instruments LLC 
製      品

原 材 料
製 品 

製 品

ローランド 

エンジニアリング㈱ 

その他 1社 

製 品 

   製造委託 

製 品 

製

品

楽蘭電子（蘇州） 

有限公司 

その他 1社 

原材料 

製

品

Roland Systems Group 
U.S.  
その他 2社 

ロ

ー

ラ

ン

ド

㈱ 

半製品 

製 品 

Roland Europe 

S.p.A. 

   業務委託 

楽蘭（上海）貿易 

有限公司 

製 品

半製品 

製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

周

辺

機

器

事

業 
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関 係 会 社 の 状 況 
2006年9月30日現在 

     関 係 内 容 

     役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

(連結子会社)           
 
ボ   ス ㈱ 

 
静岡県浜松市 

百万円 
40 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 
 

名 
2 

名 
3 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 

 
 
 

 
長野県松本市 

百万円 
300 

 
電 子 楽 器 

％ 
45.0 

名 
2 

名 
1 

債務保証 
百万円 
421 

短期貸付金 
百万円 
330 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

  
静岡県浜松市 

百万円 
3,668 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
 40.0 

名 
3 

 
無 

 
無 － 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 

名 
2 

名 
2 

 
無 

当 社 へ の 

製 造 委 託 

 
有 
 

Roland Europe 
S.p.A. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

EUR 千 
9,928 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
1 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Rodgers  
Instruments LLC 

Hillsboro 
Oregon 
U.S.A. 

US$ 千 
26,500 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 
（100） 

名 
3 

 
無 

債務保証 
百万円 
58 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Corporation 
U.S. 

Los Angeles 
California  
U.S.A. 

US$ 千 
680 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland(U.K.)Ltd.     
 

Swansea  
W.Glam. 
U.K. 

Stg.£ 千 
5,000 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland  
Elektronische  
Musikinstrumente  
HmbH.  

Oststrasse 
Norderstedt 
Germany 

EUR 千 
 

 3,300 

 
 

電 子 楽器 

％ 

100 

名 
 
1 

名 
 
1 

債務保証 
百万円 
5 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 
無 

Roland  DGA 
Corporation 

Irvine 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
4,196 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
71.8 
（71.8） 

名 
1 

 
無 

 
無 

 
 
 

 
無 

Roland Audio 
Development 
Corporation 

La Mirada 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
300 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 
（100） 

名 
2 

 
無 

 
無 

当社商品の 

製造・販売 

 
無 

 
Roland Canada Ltd. 
 

Richmond  

B.C. Canada 

CAN$ 千 
7 

 
電 子 楽 器 

％ 
79.4 
 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Central 
Europe n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
75 

 
電 子 楽 器 

％ 
70.0 

 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG 
Benelux n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
72 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 
周 辺 機 器 

％ 
70.0 
（70.0） 

名 
1 

 
無 

 
無 

  
無 

Roland Italy 
S.p.A. 

Milano  
Italy 

EUR 千 
1,550 

 
電 子 楽 器 

％ 
90.0 
 

名 
1 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG (U.K.) 
Ltd. 

Clevedon 
N.Somerset 
U.K. 

Stg.£ 千 
3,383 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
97.5 
(97.5) 

名 
2 

 
無 

 
無 

  
無 
 

Electronic 
Musical Instruments 
Roland Scandinavia 
A/S 

 
Copenhagen 
Denmark 
 

DKr 千 

600 

 

電 子 楽 器 

％ 

85.0 

名 

1 

 

無 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

議決権の 
所有割合 

主要な事 
業の内容 

会 社 名 住 所 資 本 金 

ロ ー ラ ン ド 

ディー．ジー．㈱ 

ロ ー ラ ン ド 
イ ー デ ィ ー ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 
エンジニアリング㈱ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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     関 係 内 容 

会 社 名 住 所 資本金   役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 
     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

Roland  
Iberia, S.L. 

Barcelona 

Spain 

EUR 千 
1,255 

 
電子楽器 

％ 

100 

名 

1 

名 

1 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

Roland Corporation 
Australia Pty. Ltd. 

Dee Why  
NSW 
Australia 

A$ 千 

833 

 

電子楽器 

％ 

70.4 

名 

1 

 

無 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

Roland Systems 
Group U.S. 

Bellingham 
Washington 
U.S.A. 

US$ 千 
3,000 

 
電子楽器 

％ 
100 

 

名 
1 

 
無 

債務保証 
百万円 
117 

短期貸付金 
百万円 
94 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Digital Group 
Iberia, S.L. 

Barcelona 

Spain 

EUR 千 

104 
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 
周辺機器 

％ 
100 
(100) 

名 

1 

 

無 

 

無 
  

無 

Roland DG  
Mid Europe S.r.l. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

EUR 千 

100 
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 
周辺機器 

％ 
100 
(100) 

名 

1 

 

無 

 

無 
  

無 

(持分法適用非連結子会社)          

Roland Brasil 
Importacao, 
Exportacao, Comercio, 
Representacao e 
Servicos Ltda. 

Sao Paulo 

Brazil 

R$ 千 
1,800 

 
電子楽器 

％ 
 90.0 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 
116  

短期貸付金 
百万円 
94 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

(持分法適用関連会社)          

Roland Taiwan 
Electronic 
Music Corporation 

台北 

台湾 

NT$ 
千 

60,000 

 
電子楽器 

％ 
50.0 

名 
2 

 
無 

 
無 当 社 商 品 

の 製 造 

   
無 
 

 

(注)1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

2. 議決権の所有割合の（   ）内は間接所有割合を内数で記載しています。 

3. ボス㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Corporation U.S.
及びRoland (U.K.) Ltd.は、特定子会社に該当します。 

4. ローランド ディー．ジー．㈱は、有価証券報告書を提出しています。 

5.  当中間連結会計期間中にRoland Europe S.p.A.のコンピュータ周辺機器の販売部門を分離してRoland DG Mid Europe S.r.l. 
を設立し、ローランド ディー．ジー．㈱がその全持分を取得したため、連結子会社としました。 

6. 前連結会計年度において連結子会社であったEdirol Corporation North Americaは、前連結会計年度中にその事業を
Roland Systems Group U.S.及びRoland Corporation U.S.へ移管したため、当中間連結会計期間において連結の範囲か
ら除外しています。また、前連結会計年度において連結子会社であったAllans Music Group Unit Trustは、前連結会計
年度中に楽器関連小売部門を第三者へ事業譲渡した結果、その重要性が減少したため、当中間連結会計期間において連
結の範囲から除外しています。 

7. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」は次の
通りです。                                                                          （単位：百万円） 

会 社 名 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利益 純 資 産 額 総 資 産 額 

ローランド ディー．ジー．㈱ 14,117 2,488 1,818 19,035 25,098 

Roland Corporation U.S. 8,206 42 57 6,800 9,726 

Roland DGA Corporation 5,158 317 184 1,436 4,047 

 

主要な事 
業の内容 

議決権の 
所有割合 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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２２２２．．．．経経経経営営営営方方方方針針針針    

((((１１１１))))    経経経経営営営営のののの基基基基本本本本方方方方針針針針    
当社グループは創業以来、世界初、日本初となる革新的な新製品をマーケットに提供してきました。
将来にわたって顧客ニーズにより合致した新製品の創造、新規分野の開拓を追求し続けます。 
イメージを音にする、映像にする、形にする、それを組み合わせる － これがローランドにとっての
チャレンジであり、その活動の根底にある精神は、ローランドグループが掲げる３つのスローガンに
集約されています。 

・創造の喜びを世界にひろめよう 
・BIGGESTより BESTになろう 
・共感を呼ぶ企業にしよう 

さらに日々の企業活動のベースとして、「各商品分野毎に No.1 商品を創り育てる」、「商品の市場価値を
30％UPする」ことを目標とした「301 PROJECT」を推進してきましたが、前期よりこのプロジェクトを
「REALTIME 301 PROJECT」に刷新し、新たに活動を開始しました。 
情報化、グローバル化を背景として顧客ニーズが多様化するなか、それぞれの顧客満足度を高めていく
ために、より柔軟で迅速な活動を推進していきます。 

((((２２２２))))    利利利利益益益益配配配配分分分分にににに関関関関すすすするるるる基基基基本本本本方方方方針針針針    
当社は、新たな成長につながる戦略投資に必要な内部留保を確保すると同時に、株主への利益還元を
積極的にすすめることを基本方針としています。 
具体的には従来からの安定配当に加え、さらに業績に応じた適正な利益還元を実施するため、単体での
配当性向 30%以上、もしくは 1株あたり 20円以上とすることを目標としています。また会社法施行後も
安定性を重視し、中間期末日および期末日を基準とした年 2回の配当を継続しています。 
なお、当期につきましては、期初の予想通り 1株当り中間 15円（年間 30円）配当とします。 

((((３３３３))))    中中中中長長長長期期期期的的的的なななな会会会会社社社社のののの経経経経営営営営戦戦戦戦略略略略とととと対対対対処処処処すすすすべべべべきききき課課課課題題題題    
ローランドグループは、同じ電子楽器事業であっても幅広い商品を扱うため、それぞれのジャンルでの

アイデンティティを高めるため、事業と製品群に応じた複数ブランドによるマルチブランド戦略を展開
しています。 

[電子楽器事業] 
電子楽器のパイオニア Roland 
ギター関連機器 BOSS 
コンピュータ・ミュージックとビデオ編集 EDIROL 
大型クラシックオルガン Rodgers 
業務用音響機器 RSS 

[コンピュータ周辺機器事業] Roland DG 

市場の変化はますます激しく、技術は専門化していく傾向にあります。ローランドグループはその動きに
対応するため、分社化によりそれぞれのブランドに集中した経営体制を整備しています。各ブランドの
開発、製造、営業活動を行うグループ各社が、それぞれのブランド価値向上を軸に活動を行い、グループ
全体として安定した収益基盤の確保を目指します。 

以下は事業別の戦略と課題です。 

[電子楽器事業] 

1．新規分野の開拓 
新規分野として注力する「映像」については、電子楽器製造の技術資産を活かし、音と映像が高度に
融合する新たな創造の可能性をひろげる商品提案を推進しています。 

2006年 6月には音楽と映像の新しい楽しさを広げるレクリエーショナル・キーボード「VIMA」を発表
しました。液晶テレビやビデオカメラを接続して、映像をバックに音楽演奏やカラオケを楽しむといった、
エンターテイメント性の高いニューコンセプト・キーボードです。 
また、個人ユーザー向けだけではなく、業務用、設備用の販売拡大にも注力しています。「EDIROL」
ブランドの映像関連機器及び「RSS」ブランドの業務用音響機器で実現する「音と映像のシステム・
ソリューション」により、販売拡大を目指します。 
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2．グローバル生産体制の構築 
日本で開発した基礎技術、応用技術をベースとして、生産は消費地に近い拠点で行う「ローカル・
プロダクション」を推進しています。輸送などの事業効率の向上のみならず、地域ごとに異なるニーズに
沿った商品供給を目指します。中国の生産拠点においても、従来の低価格帯商品の輸出だけではなく、
中国国内市場を視野に入れた生産拡充を進め、日本、北米、欧州の生産拠点と合わせ、より柔軟に対応
できるグローバル生産体制の構築を目指します。 

3．国内事業の拡充 

①音楽教育事業の強化 
当社が展開する音楽教室では、電子楽器を積極的に活用し、ピアノ、オルガン、コンピュータ・
ミュージックを楽しく身につけることが可能です。これはミュージックデータや自動伴奏など、電子
楽器の特徴的機能を音楽性の向上に効果的に活かす独自の考え方「ism（イズム）」に基づく新しい
レッスンスタイルによるものです。今後もこの「ism（イズム）」に基づく、より本格的で高品質な
レッスンコースを開発し、電子楽器の音楽教育における可能性を広げることにより、事業強化を図り
ます。 

②イン・ショップ展開による売上拡充 
様々な商品が溢れる中にあっても、当社商品を十分に理解していただいた上で購入いただくために、
販売店との提携により、店舗内に当社商品専門の販売スペースを設置する「Planet（プラネット）」
ショップを展開しています。「Planet」では、充実した商品展示と専任販売員の接客により、当社商品の
魅力を直接顧客に伝えることが可能です。（2006年 9月末現在 12箇所） 
さらに 2006 年 8 月からは、音楽制作やバンド演奏等に用いられる本格的な電子楽器を対象とした
「Planet」に加え、電子ピアノ専門のイン・ショップ「Roland Foresta（ローランド・フォレスタ）」の
全国展開を開始しました。「Planet」と同様のコンセプトで、大都市だけでなく全国主要都市でも展開し、
ファミリー層を中心により幅広いお客様への訴求を目指します。（2006年 9月末現在 25箇所） 

 

[コンピュータ周辺機器事業] 

１．ＤＶＥ(Digital Value Engineering)の推進 
急速に変化する社会において、その求めるニーズは多様化しています。従来の手法を見直し、デジタル
技術やＩＴ化によるプロセスの変革を通して期間短縮やコスト削減等、新たな付加価値を生み出すこと
が必要かつ重要になります。顧客に対しては、顧客の視点から付加価値を創出し、満足度の向上を図る
トータルソリューションの提案、社内では開発、製造、営業やその他各部門がそれぞれの立場で価値創造の
ためのプロセスの変革、業務内容の改善を考えていきます。こうした「社会の変化に対応し、プロセスの
変革を通して、新たな付加価値を創造する」ことをＤＶＥと定義し、推進していきます。 

２．カラー(業務用大型カラープリンター)＆３Ｄ(3 次元入出力装置)戦略の継続展開 
今後とも、引き続きカラーと３Ｄの基本路線に沿って、経営資源を集中し、トータル・ソリューションの
提供による積極的な営業展開を図っていきます。    

３．営業網の拡充 
海外市場における重点地域の整備に注力しています。当中間期はグループ内の事業再編により、イタリアの
子会社 Roland Europe S.p.A.からコンピュータ周辺機器の販売部門を分離、Roland DG Mid Europe S.r.l.を
設立し、ローランド ディー．ジー．株式会社の子会社としました。今後も海外子会社による支店開設等も
含め、よりきめの細かい営業網の整備をすすめていきます。 

４．開発及び生産体制の強化 
開発体制につきましては、基礎技術の研究を行う研究開発部と製品開発を行う製品開発部の 2つの組織
からなっています。製品開発にはより一層の迅速性と新技術、高付加価値が求められており、積極的な
開発投資を行っていきます。また生産面ではデジタル屋台をより一層進展させることにより、生産性及び
品質の向上、コスト削減、開発との連携強化を図っていきます。 

 

((((４４４４))))    親親親親会会会会社社社社等等等等にににに関関関関すすすするるるる事事事事項項項項    
該当事項はありません。 
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３３３３．．．．経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    及及及及    びびびび    財財財財    政政政政    状状状状    態態態態    
 
((((１１１１))))    経経経経営営営営成成成成績績績績    

1111....    当当当当中中中中間間間間期期期期のののの概概概概況況況況  
  （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 
１株当たり 
中間純利益 

2006年9月中間期 44,897 4,721 5,055 1,831 72 円 92 銭  
2005年9月中間期 42,895 3,925 4,179 1,264 50 円 36 銭  

増減率 4.7％ 20.3％ 20.9％ 44.8％ － 

当中間期の日本経済は、好調な企業収益の改善に伴う設備投資の拡大や、雇用・所得環境の改善によ
る個人消費の増加が続き、緩やかに景気の回復が進みました。また、北米では景気の拡大テンポに鈍化
は見られたものの、欧州では引き続き個人消費の拡大が続きました。 
このような経営環境の中、電子楽器事業では引き続き付加価値の高い商品開発に重点を置き、国内外
関係会社を軸にしたグローバルな流通ネットワークにより、マーケットへの浸透を進めてきました。前
期に引き続き、国内外を通じて電子ドラム等の電子楽器カテゴリーが好調に推移しました。 
一方、コンピュータ周辺機器事業では、需要拡大が期待できる「カラー（業務用大型カラープリンタ
ー）」と「３Ｄ（３次元入出力装置）」の二分野を中心に積極的な事業展開を図り、特に海外でのプリ
ンターを中心とした販売が好調に推移しました。 

上記の結果、全体では売上高は 44,897 百万円（前期比 4.7%増）、営業利益は 4,721 百万円（前期比
20.3%増）、経常利益は 5,055 百万円(前期比 20.9%増)、中間純利益は 1,831 百万円（前期比 44.8%増）
となりました。 

営業の概況（事業の種類別セグメント）は次の通りです。 
 (単位：百万円) 

 電子楽器事業 コンピュータ周辺機器事業 
 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

2006年9月中間期 26,283 1,171 18,614 3,550 
2005年9月中間期 27,826 871 15,068 3,053 

増減率 △5.5％ 34.3％ 23.5％ 16.3％ 

［電子楽器事業］ 
「電子楽器」は、国内・海外ともに電子ドラムが前期に引き続き堅調であったことに加え、ギター用
の小型アンプ等の新製品投入により、楽器用アンプやエフェクターが好調に推移し、前年同期を上回り
ました。 
「家庭用電子楽器」は、低価格化が進む電子ピアノ市場において、国内では新しいインショップ展開
など積極的な営業活動により順調に推移しましたが、海外での中価格帯製品の売上減少の影響を受け、
僅かながら前年同期を下回りました。 
「音響機器」は、デジタル・レコーダーの普及価格帯機種の販売が順調に推移しましたが、高額機種
の販売量の衰えなどによる販売単価の低下により、全体では前年同期を下回りました。 
「コンピュータ・ミュージック関連機器他」は、ポータブルタイプのレコーダーの市場投入が販売に
大きく貢献しましたが、前年同期の当セグメントに連結計上したAllans Music Group Unit Trustが、
前期中に楽器関連小売部門を第三者へ事業譲渡したことにより、同社を連結除外したため、全体では前
年同期を大幅に下回りました。 

［コンピュータ周辺機器事業］ 
インクジェットプリンターのスタンダード機種が安定した需要に支えられ好調であったことに加え、
新製品投入が売上に貢献しました。さらに前期に発売し、大ヒットとなった低溶剤インクも引き続き順
調で、サプライ商品も売上を伸ばしました。また「３Ｄ」の分野では、切削機の上位機種を市場投入し
売上を伸ばしましたが、メタルプリンターが市場一巡により売上を減らし、僅かながら前年同期を下回
る結果となりました。 
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2222....    通通通通期期期期（（（（２２２２００００００００７７７７年年年年３３３３月月月月期期期期））））のののの見見見見通通通通しししし    
 (単位：百万円) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

2007年3月期見通し 93,000 10,500 10,900 3,700 147 円 35 銭  
2006年3月期実績 89,274 8,374 9,004 3,208 124 円 65 銭  

増減率 4.2％ 25.4％ 21.0％ 15.3％ － 

国内では、雇用・所得環境の改善による個人消費の回復や、順調な企業収益を背景とした設備投資の
増加が続くと予想されますが、米国経済の先行きに対する不透明感や、為替の不安定要因も予想されま
す。このような状況下、各製品カテゴリーにおいてラインナップの拡充に努め、市場ニーズを先取りし
ながらシェア拡大に努めます。 
なお、2007 年 3 月期の業績見通しにおける為替レートは、１米ドル＝114 円、１ユーロ＝143 円と想定
しています。 
 （単位：百万円） 

 電子楽器事業 コンピュータ周辺機器事業 
 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

2007年3月期見通し 56,000 3,400 37,000 7,100 
2006年3月期実績 58,005 2,409 31,268 5,964 

増減率 △ 3.5％ 41.1％ 18.3％ 19.0％ 

[電子楽器事業] 
音楽の楽しみ方や表現方法が多様化する中で、様々なニーズに対応した商品提案を強化し、新製品の
市場投入を強化します。デジタルグランド・ピアノ等の高付加価値で上級モデルの普及に注力するとと
もに、上期の売上に貢献したポータブルタイプのレコーダーに続き、高機能低価格商品の投入によりさ
らに新規ユーザーの獲得に努めます。既に拡大しつつあるインショップ展開網を今後さらに拡大し、新
しいコンテンツ提案とともに、幅広い需要層に向けた製品訴求を行っていきます。 

[コンピュータ周辺機器事業] 
既存市場において、大手をはじめとする競合他社の参入による競争の激化が予想されますが、ローラ
ンド ディー．ジー．のブランド力・優位性を発揮し、安定的な業容の拡大を図ります。また、同事業の
発展の源泉である付加価値の高い製品の開発、投入を通じ、新市場の開拓、ニーズの発掘を継続してい
きます。 
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((((２２２２))))財財財財政政政政状状状状態態態態        

1111....    当当当当中中中中間間間間期期期期末末末末のののの資資資資産産産産のののの状状状状況況況況    

項 目 金額（百万円） 前期末比 
総 資 産 86,682  6.0％増  
純 資 産 69,447  －  
自己資本比率 63.5％  2.0 ﾎﾟｲﾝﾄ減  

総資産は、前期末に比べ 4,944 百万円増加し 86,682 百万円となりました。その主な要因は、現金及
び預金が 1,357 百万円増加したこと及びたな卸資産が 2,487 百万円増加したことによるものです。純
資産は、中間純利益 1,831 百万円に対し、配当金の支払等があったものの、少数株主持分 14,443 百万
円の純資産の部への表示変更による増加により 69,447 百万円となり、前期末に比べ 15,923 百万円増
加しました。自己資本比率は、仕入債務、短期借入金及び未払法人税等の増加による流動負債の増加
及び少数株主持分の増加により 2.0 ポイント減少し、63.5％となりました。 

 
2222....    当当当当中中中中間間間間期期期期ののののキキキキャャャャッッッッシシシシュュュュ・・・・フフフフロロロローーーーのののの状状状状況況況況    

 (単位：百万円) 
 当中間期 前中間期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,021 480 2,540 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,238 △ 1,571 △  666 
財務活動によるキャッシュ・フロー 670 △  636 1,306 

換算差額 119 △  26 146 
増減 1,573 △ 1,754 3,327 

現金及び現金同等物期首残高 20,415 20,507 △   91 
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 193 △  193 
連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △  266 － △  266 
現金及び現金同等物中間期末残高 21,722 18,946 2,776 

当中間期における営業活動による資金の収入は3,021百万円で、前中間期と比べ2,540百万円の収入増
加となりました。これはたな卸資産の増加による資金の減少2,486百万円があった一方、税金等調整前
当期純利益が1,152百万円増加し、仕入債務の増加による資金の増加2,202百万円及び未収入金の減少等
による資金の増加1,156百万円があったことによるものです。 
投資活動による資金の支出は2,238百万円で、前中間期と比べ666百万円の支出増加となりました。こ
れは無形固定資産の取得による支出増加413百万円及び投資有価証券の取得による支出増加339百万円
があったことによるものです。 
財務活動による資金の収入は670百万円で、前中間期と比べ1,306百万円の収入増加となりました。こ
れは主に短期借入金の増加によるものです。 
以上の結果、当中間期末の現金及び現金同等物残高は前期末に比べ、連結除外に伴う資金の減少額266
百万円を除いて1,573百万円増加し、21,722百万円となりました。 
    
3333....    キキキキャャャャッッッッシシシシュュュュ・・・・フフフフロロロローーーー指指指指標標標標ののののトトトトレレレレンンンンドドドド 

 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期 2006年3月期 2006年9月 中間期 

自己資本比率 71.0％ 71.6％ 65.7％ 65.5％ 63.5％ 

時価ベースの自己
資本比率 45.1％ 62.3％ 67.2％ 86.2％ 80.5％ 

債務償還年数 0.7 年 0.7 年 0.2 年 0.2年 － 

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ 30.8 17.5 52.4 19.0 16.9 

（注）自己資本比率：（純資産合計－少数株主持分）／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載していません。） 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結べースの財務数値により算出しています。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用
しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての
負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を
使用しています。
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((((３３３３))))事事事事業業業業等等等等ののののリリリリススススクククク    

１１１１．．．．経経経経済済済済状状状状況況況況    
当社グループ製品の需要は、当社グループが製品を販売している国又は地域の経済状況の影響を受けます。
当社グループ製品は生活必需品ではなく、景気後退局面では不要不急の支出として需要が減少し、
当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

２２２２．．．．為為為為替替替替レレレレーーーートトトト    
当社グループは世界各国において生産及び販売活動を行っています。このため、当社グループの業績と
財務状況は、生産地と販売地の通貨が異なるため、常に為替変動の影響を受けます。この為替変
動リスクを軽減するため、先物為替予約を含むデリバティブ取引によるリスクヘッジを行っています
が、為替変動リスクを完全に回避できる保証はありません。また当社グループが生産を行う地域の通貨価
値の上昇は、当該製品を仕入れる他地域における販売コストを増加させる可能性があります。販売
コストの増加は、当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、当社グループの業績と財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。 
当社グループが連結財務諸表を作成するにあたっては、在外子会社の現地通貨建て財務諸表を本邦通貨に
換算するため、適用される為替レートの変動が連結財務諸表の報告金額に影響を与えます。 

３３３３．．．．新新新新製製製製品品品品開開開開発発発発力力力力    
当社グループは電子技術をベースとした革新的な新製品を開発し、新たな需要を喚起することによって
各製品分野における優位性を保っています。そのため、当社グループが市場の変化を十分に予測できず、
市場ニーズに合った新製品を開発できない場合、あるいは新製品の市場投入のタイミングを逸し
た場合は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

４４４４．．．．品品品品質質質質問問問問題題題題    
当社グループの製品は世界的に認められている品質管理基準に従って製造されています。しかし、
大規模なリコールや製造物責任賠償につながるような品質問題が発生する可能性は皆無ではなく、
その場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

５５５５．．．．知知知知的的的的財財財財産産産産    
当社グループの保有する独自技術、ノウハウ、デザイン等の知的財産を完全に保護することは困難であり、
当社の知的財産を不当に使用した低価格の類似商品、模造品ならびにソフトウェア製品の不法コピーを
効率的に防止できない場合、当社グループ製品が市場シェアを維持できなくなる可能性があります。
一方で当社グループが他社の権利を侵害することがないよう細心の注意を払ってはいますが、訴訟に
巻きこまれる可能性も皆無ではなく、係争費用や敗訴した場合の賠償金等の発生により当社グループの
業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

６６６６．．．．災災災災害害害害    
当社及び国内連結子会社の主要機能の大半が静岡県に位置しており、東海地域で大規模な地震

が発生した場合、企業活動が停滞する可能性があります。地震に対する備えやバックアップ体制を整
え、地震被害の影響を最小化するための対策を講じていますが、地震の発生時期、規模及びその
影響は予測不可能であり、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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４４４４．．．．中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等    
 
    ((((1111))))    中中中中間間間間連連連連結結結結貸貸貸貸借借借借対対対対照照照照表表表表 

（単位：百万円） 

 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 
科 目 （ 2 0 0 6 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 ２１,９７３  １８,９４６  ２０,６１６  

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

１１,３０２ 

４７ 

 １０,４５２ 

１５０ 

 

 

１１,３１１ 

４５ 

 

 

た な 卸 資 産 １９,３７９  １７,６９４  １６,８９２  

そ の 他 ５,３６３  ４,９４８  ５,２８０  

貸 倒 引 当 金 △   ４４３  △   ５７１  △   ５８８  

流 動 資 産 合 計 ５７,６２２ 66.5 ５１,６１９ 67.0 ５３,５５６ 65.5 

固 定 資 産       

有形固定資産       

建 物 及 び 構 築 物 １９,１１８  １７,１８４  １８,８７１  

機械装置及び運搬具 ４,２０４  ３,７６９  ３,８５４  

工 具 器 具 備 品 １０,２１１  ９,８４５  １０,０８６  

土 地 ６,３７７  ６,６４９  ６,６７３  

建 設 仮 勘 定 １４２  ９７１  ８３  

△２２,４１５  △２１,１５２  △２１,９３１  

１７,６３８ 20.3 １７,２６８ 22.4 １７,６３８ 21.6 

減 価 償 却 累 計 額 

有 形 固 定 資 産 合 計 

無形固定資産 １,７１５ 2.0 １,４０５ 1.8 １,４３４ 1.8 

投資その他の資産       

投 資 有 価 証 券 ４,４７４  ２,９３３  ４,５７３  

そ の 他 ５,２６６  ３,９１６  ４,５６９  

貸 倒 引 当 金 △    ３５  △    ４５  △    ３４  

投資その他の資産合計 ９,７０５ 11.2 ６,８０４ 8.8 ９,１０８ 11.1 

固 定 資 産 合 計 ２９,０６０ 33.5 ２５,４７８ 33.0 ２８,１８１ 34.5 

資 産 合 計 ８６,６８２ 100.0 ７７,０９８ 100.0 ８１,７３８ 100.0 
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（単位：百万円） 

 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 
科 目 （ 2 0 0 6 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 
流 動 負 債       

支払手形及び買掛金  ５,１９９  ４,１４８  ４,４７７  

短 期 借 入 金  ２,１７０  ８６９  ９５３  

一年以内返済予定長期借入金 ２５１  ３２６  １３６  

未 払 法 人 税 等 ２,０１１  １,３８７  １,１９４  

賞 与 引 当 金 １,３７６  １,３２６  １,３４３  

役 員 賞 与 引 当 金 ６２  －  －  

そ の 他  ３,７５８  ２,７１９  ３,６１９  

流 動 負 債 合 計  １４,８２９ 17.1 １０,７７７ 14.0 １１,７２５ 14.3 

固 定 負 債       

長 期 借 入 金  １８４  ６５２  ３７６  

退 職 給 付 引 当 金  ４  １０５  ５５  

そ の 他  ２,２１６  １,９７５  ２,１４０  

固 定 負 債 合 計  ２,４０４ 2.8 ２,７３４ 3.6 ２,５７３ 3.2 

負 債 合 計  １７,２３４ 19.9 １３,５１２ 17.6 １４,２９８ 17.5 

( 少 数 株 主 持 分 )       
少 数 株 主 持 分 － － １２,８２８ 16.6 １３,９１５ 17.0 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金  － － ９,２７４ 12.0 ９,２７４ 11.3 

資 本 剰 余 金 － － １０,８００ 14.0 １０,８００ 13.2 

利 益 剰 余 金 － － ３２,８４９ 42.6 ３４,４７９ 42.2 

土 地 再 評 価 差 額 金 － － △ １,４９８ △ 1.9 △ １,４９８ △ 1.8 

その他有価証券評価差額金 － － ５５１ 0.7 ８０７ 1.0 

為 替 換 算 調 整 勘 定 － － △   ５４１ △ 0.7 ３４１  0.4 

自 己 株 式  － － △   ６７８ △ 0.9 △   ６８０ △ 0.8 

資 本 合 計  － － ５０,７５７ 65.8 ５３,５２４ 65.5 

負債、少数株主持分及び資本合計  － － ７７,０９８ 100.0 ８１,７３８ 100.0 
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（単位：百万円） 
 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 

科 目 （ 2 0 0 6 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 純 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

株 主 資 本       

資 本 金  ９,２７４ 10.7 － － － － 

資 本 剰 余 金  １０,８００ 12.4 － － － － 

利 益 剰 余 金 ３５,８６４ 41.4 － － － － 

自 己 株 式 △   ６８１ △ 0.8 － － － － 

株 主 資 本 合 計 ５５,２５８ 63.7 － － － － 

評 価 ・ 換 算 差 額 等       

その他有価証券評価差額金 ７３３ 0.8 － － － － 

土 地 再 評 価 差 額 金  △ １,４９８ △ 1.7 － － － － 

為 替 換 算 調 整 勘 定  ５１１ 0.6 － － － － 

評価・換算差額等合計 △   ２５３ △ 0.3 － － － － 

少 数 株 主 持 分  １４,４４３ 16.7 － － － － 

純 資 産 合 計 ６９,４４７ 80.1 － － － － 

負 債 純 資 産 合 計 ８６,６８２ 100.0 － － － － 

 



（ローランド） 

  －  － 15 

    ((((2222))))    中中中中間間間間連連連連結結結結損損損損益益益益計計計計算算算算書書書書     
（単位：百万円） 

 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 

科 目 （2006.4.1～2006.9.30） （2005.4.1～2005.9.30） （2005.4.1～2006.3.31） 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 
 Ⅰ 売    上    高 ４４,８９７ 100.0 ４２,８９５ 100.0 ８９,２７４ 100.0 
 Ⅱ 売  上  原  価 ２５,１１４ 55.9 ２４,４８３ 57.1 ５１,２７３ 57.4 

売 上 総 利 益 １９,７８３ 44.1 １８,４１１ 42.9 ３８,０００ 42.6 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 １５,０６２ 33.6 １４,４８５ 33.8 ２９,６２６ 33.2 

営 業 利 益 ４,７２１ 10.5 ３,９２５ 9.1 ８,３７４ 9.4 

 Ⅳ 営 業 外 収 益 ５４７ 1.2 ４１３ 1.0 １,００８ 1.1 

受 取 利 息 １１５  ７５  １６２  

受 取 配 当 金 
為 替 差 益 

７５ 
１２３ 

 ８７ 
９９ 

 
 

９６ 
３３９ 

 
 

持分法による投資利益 ６４  －  ７５  

そ の 他 １６８  １５０  ３３５  

 Ⅴ 営 業 外 費 用 ２１３ 0.5 １５８ 0.4 ３７８ 0.4 

支 払 利 息 １７４  ８７  ３２３  
持分法による投資損失 －  ９  －  

そ の 他 ３９  ６１  ５５  

経 常 利 益 ５,０５５ 11.2 ４,１７９ 9.7 ９,００４ 10.1 

 Ⅵ 特  別  利  益 ２２５ 0.5 ９７ 0.2 ３６９ 0.4 

前 期 損 益 修 正 益 １１  １０  ２４  
固 定 資 産 売 却 益 １７  ９  ２１  

特 別 配 当 金 －  ７６  ７９  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４１  －  －  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 －  －  １  

関 係 会 社 持 分 変 動 益 －  －  １６８  

補 助 金 収 入 １４５  －  －  

事 業 譲 渡 益 ９  －  ７３  

 Ⅶ 特  別  損  失 １４４ 0.3 ２９３ 0.6 ３０３ 0.3 

関係会社貸倒引当金繰入額 ２８  －  －  

固 定 資 産 除 売 却 損 ３０  ２４  ６５  

関 係 会 社 整 理 損 －  ４８  １２  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 １６  ２０５  ２１０  

減 損 損 失 －  １４  １４  

関 係 会 社 持 分 変 動 損 ６８    －  －  

税金等調整前中間(当期)純利益 ５,１３６ 11.4 ３,９８３ 9.3 ９,０７０ 10.2 

法人税、住民税及び事業税 ２,２９７ 5.1 １,６８５ 3.9 ３,４１２ 3.8 
法 人 税 等 調 整 額 △   ３００ △ 0.7 ３５ 0.1 ２０３ 0.3 
少 数 株 主 利 益 １,３０７ 2.9 ９９８ 2.3 ２,２４５ 2.5 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １,８３１ 4.1 １,２６４ 3.0 ３,２０８ 3.6 
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    ((((3333))))    中中中中間間間間連連連連結結結結剰剰剰剰余余余余金金金金計計計計算算算算書書書書及及及及びびびび中中中中間間間間連連連連結結結結株株株株主主主主資資資資本本本本等等等等変変変変動動動動計計計計算算算算書書書書    
    
中中中中間間間間連連連連結結結結剰剰剰剰余余余余金金金金計計計計算算算算書書書書 

                    （単位：百万円） 

科         目 
２００５年９月中間期 
（2005.4.1～2005.9.30） 

２００６年３月期 
（2005.4.1～2006.3.31） 

   
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 １０,８００ １０,８００ 

   
Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高   

自 己 株 式 処 分 差 益 ０ ０ 

Ⅲ資本剰余金中間期末(期末)残高 １０,８００ １０,８００ 

   
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）   

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,７８８ ３１,７８８ 

   

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高   

連結子会社増加に伴う増加高 ３３４ ３３４ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １,２６４ ３,２０８ 

  利 益剰余金増加高合計 １,５９８ ３,５４２ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高   

配 当 金 ３７６ ６９０ 

役 員 賞 与 ７７ ７７ 

土地再評価差額金取崩額 ８３ ８３ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計 ５３７ ８５１ 

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残高 ３２,８４９ ３４,４７９ 
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中中中中間間間間連連連連結結結結株株株株主主主主資資資資本本本本等等等等変変変変動動動動計計計計算算算算書書書書        

 
当中間連結会計期間（２００６.４.１～２００６.９.３０）            （単位：百万円） 

株主資本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 
合計 

2006 年 3月 31 日残高 9,274 10,800 34,479 △   680 53,874 

中間連結会計期間中の変動額      
剰余金の配当（注） － － △   376 － △   376 
役員賞与（注） － － △    78 － △    78 
中間純利益 － － 1,831 － 1,831 
自己株式の取得 － － － △     1 △     1 
自己株式の処分 － 0 － 0 0 
連結子会社除外に伴う変動額 － － 8 － 8 
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） － － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 1,385 △     1 1,384 

2006 年 9月 30 日残高 9,274 10,800 35,864 △   681 55,258 

 

評価・換算差額等  

その他有
価証券評
価差額金 

土地再評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

少数株主
持分 

純資産 
合計 

2006 年 3月 31 日残高 807 △ 1,498 341 △   349 13,915 67,439 

中間連結会計期間中の変動額       
剰余金の配当（注） － － － － － △   376 
役員賞与（注） － － － － － △    78 
中間純利益 － － － － － 1,831 
自己株式の取得 － － － － － △     1 
自己株式の処分 － － － － － 0 
連結子会社除外に伴う変動額 － － － － － 8 
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） △    74 － 169 95 528 623 

中間連結会計期間中の変動額合計 △    74 － 169 95 528 2,008 

2006 年 9月 30 日残高 733 △ 1,498 511 △   253 14,443 69,447 

（注）2006 年 6月の定時株主総会における利益処分項目です。
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    ((((4444))))中中中中間間間間連連連連結結結結キキキキャャャャッッッッシシシシュュュュ・・・・フフフフロロロローーーー計計計計算算算算書書書書 
（単位：百万円） 

 
科      目 

2006 年 9月中間期 
(2006.4.1～2006.9.30) 

2005 年 9月中間期 
(2005.4.1～2005.9.30) 

2006 年 3月期 
(2005.4.1～2006.3.31) 

 金  額 金  額 金  額 
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前中間(当期)純利益 ５,１３６ ３,９８３ ９,０７０ 
減 価 償 却 費 １,２０４ １,０４１ ２,４２８ 
の れ ん 償 却 額 ４６ ９１ １３６ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   １９１ △   ２３９ △   ３３８ 
支 払 利 息 １７４ ８７ ３２３ 
為 替 差 益 △     ４ △   １０９ △   １３６ 
持分法による投資損益（益△） △    ６４ ９ △     ７５ 
固 定 資 産 売 却 益 △    １７ △     ９ △    ２１ 
固 定 資 産 除 売 却 損 ３０ ２４ ６５ 
関係会社持分変動損益（益△） ６８ － △   １６８ 
事 業 譲 渡 益 △     ９ － △    ７３ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △    ４１ － － 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 １６ ２０５ ２１０ 
減 損 損 失 － １４ １４ 
売 上 債 権 の 増 加 額 △   １６８ △   ２４６ △   ６６２ 
たな卸資産の増加(△)又は減少額 △ ２,５１６ △    ２９ １,４４３ 
仕入債務の増加又は減少額（△） ８９８ △ １,３０４ △ １,４０９ 
役 員 賞 与 の 支 払 額 △   １２６ △   １２８ △   １２８ 
そ の 他 ４４ △ １,１１１ △   ８３０ 

小     計 ４,４８１ ２,２７９ ９,８４９ 
    

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １８７ ２６８ ３９７ 
利 息 の 支 払 額 △   １７８ △   １０２ △   ３２２ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △ １,４６８ △ １,９６４ △ ３,８１５ 
営業活動によるキャッシュ・フロー ３,０２１ ４８０ ６,１０９ 
    

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の預け入れによる支出 △    ５０ － △   ２００ 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ４ １３９ ２９２ 
有形固定資産の取得による支出 △ １,３３１ △ １,６０４ △ ３,１４７ 
有形固定資産の売却による収入 ６０ ５４ ２７７ 
無形固定資産の取得による支出 △   ４９９ △    ８６ △   ３９０ 
投資有価証券の取得による支出 △   ３５０ △    １１ △ １,１４２ 
投資有価証券の売却による収入 ３１４ ２０６ ２１８ 
関係会社株式の追加取得による支出 － △   ２８０ △   ２９７ 
関係会社株式の売却による収入 ３ － ４６ 
出 資 に よ る 支 出 △   ３５７ △    ７３ △   ２６５ 
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 △    １１ － △   ３３４ 
そ の 他 △    ２０ ８３ ４４ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２,２３８ △ １,５７１ △ ４,８９８ 
    

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増加又は純減少額(△) １,４４０ △   １３７ △   ３１５ 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － １６ － 
長期借入金の返済による支出 △    ８３ △    ３３ △   ２７０ 
少数株主からの払込による収入 ２７ １３９ １３９ 
配 当 金 の 支 払 額 △   ３７６ △   ３７６ △   ６９０ 
少数株主への配当金の支払額 △   ３２７ △   ２５０ △   ５１８ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     １ △     ０ △     ２ 
そ の 他 △     ８ ７ △    ６９ 
財務活動によるキャッシュ・フロー ６７０ △   ６３６ △ １,７２７ 
    

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 １１９ △    ２６ ２３２ 
Ⅴ現金及び現金同等物の 

増加又は減少額(△) １,５７３ △ １,７５４ △   ２８５ 
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ２０,４１５ ２０,５０７ ２０,５０７ 
Ⅶ新規連結に伴う現金 

及び現金同等物の増加額 － １９３ １９３ 

Ⅷ連結除外に伴う現金 
及び現金同等物の減少額 △   ２６６ － － 

Ⅸ現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 ２１,７２２ １８,９４６ ２０,４１５ 
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］  
1．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社 22社 ・ボス㈱ ・Roland Canada Ltd. 
            ・ローランド イーディー㈱ ・Roland DG Benelux n.v. 
            ・ローランド ディー．ジー．㈱ ・Roland Central Europe n.v. 

・ローランド エンジニアリング㈱ ・Roland Italy S.p.A. 
            ・Roland Europe S.p.A. ・Roland DG（U.K.）Ltd. 
            ・Rodgers Instruments LLC ・Electronic Musical Instruments 
            ・Roland Corporation U.S. Roland Scandinavia A/S 
            ・Roland (U.K.) Ltd. ・Roland Iberia, S.L. 
            ・Roland Elektronische ・Roland Corporation Australia Pty. Ltd. 
                 Musikinstrumente HmbH. ・Roland Systems Group U.S. 
            ・Roland DGA Corporation ・Roland Digital Group Iberia, S.L. 
            ・Roland Audio Development ・Roland DG Mid Europe S.r.l. 
                 Corporation 

  
 (2) 非連結子会社 18 社・Roland Brasil Importacao, Exportacao, 

Comercio, Representacao e Servicos Ltda. 
・Roland DG Australia Pty. Ltd.  
・Edirol Europe Ltd.                ・その他 15社 

 
なお、前連結会計年度において連結子会社であった Edirol Corporation North America は、前連結会計

年度中にその事業を Roland Systems Group U.S.及び Roland Corporation U.S.へ移管したため、当中間連
結会計期間において連結の範囲から除外しています。また、前連結会計年度において連結子会社であった
Allans Music Group Unit Trust は、前連結会計年度中に楽器関連小売部門を第三者へ事業譲渡した結果、
その重要性が減少したため、当中間連結会計期間において連結の範囲から除外しています。 
当連結会計期間中に Roland Europe S.p.A.のコンピュータ周辺機器の販売部門を分離して Roland DG 

Mid Europe S.r.l.を設立し、ローランド ディー．ジー．㈱がその全持分を取得したため、当中間連結会
計期間から連結の範囲に含めています。 
その他の子会社 Roland Brasil Importacao, Exportacao, Comercio, Representacao e Servicos Ltda.、

Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Edirol Europe Ltd. 等合計 18 社については、合計の総資産、売上
高、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等がいずれも中間連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていません。 

2．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社のうち Roland Brasil Importacao, Exportacao, Comercio, Representacao e Servicos 

Ltda. 及び関連会社のうち Roland Taiwan Electronic Music Corporation の合計 2 社に対する投資額に
ついては持分法を適用しています。 
その他非連結子会社 17 社及び関連会社 4 社については、合計の中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等がいずれも中間連結財務諸表に重大な影響を及ぼしていないため、持分法を適用
していません。持分法を適用していない会社は Roland DG Australia Pty. Ltd.、Roland (Switzerland) 
AG 及び Edirol Europe Ltd.等です。 

3．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社のうち、ボス㈱、ローランド イーディー㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、ローランド 

エンジニアリング㈱は、中間連結財務諸表提出会社と同一です。また、Roland Corporation Australia 
Pty. Ltd. の中間決算日は 12 月 31 日であり、6 月 30 日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使
用しています。上記以外の子会社の中間決算日は 6 月 30 日であり、当該中間決算日現在の財務諸表を使用
しています。ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
います。 

4. 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 ……………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの …………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
により算定） 

時価のないもの …………………………… 移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
商品，製品，原材料および仕掛品 
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社 ……………… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法 

③デリバティブ …………………………………… 時価法 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 ………………………………… 主として定率法。 

ただし、当社及び国内連結子会社が 1998 年 4 月 1日以
降取得した建物(建物付属設備を除く)については定額
法。 
なお、主な耐用年数は以下の通りです。 
 建物及び構築物   31～50 年 
 工具器具備品     2～ 6 年 

②無形固定資産（のれんを除く） …………… 主として定額法。 
ただし、当社及び国内連結子会社が所有する市場販売
目的のソフトウェアについては販売可能有効期間にお
ける見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウ
ェアについては社内における利用可能期間（5 年）に
基づく定額法。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし
て、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③役員賞与引当金 
当社及び国内連結子会社の役員賞与の支払いに備えて、当連結会計年度における支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上しています。 
④退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を
計上しています。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法

により費用処理しています。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定

率法により、発生年度の翌連結会計年度から費用処理しています。 
(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社中間決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は、当該会社の中間会計期間における期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」及び「少数株主持分」に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
(6) 消費税等の処理方法 

税抜方式で処理しています。 
5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金（手許現金及び要求
払預金）、取得日から満期日までの期間が 3 ヶ月以内の短期投資である定期預金をその範囲としています。 
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［会計方針の変更］  
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5 号 
平成 17 年 12 月 9 日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第 8号 平成 17年 12 月 9日）を適用しています。 
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、55,004 百万円です。 
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の
部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しています。 

（役員賞与に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29 日)を
適用しています。 
これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ 62百万円減少しています。 

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31 日)、「事業
分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 17 年 12 月 27 日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用して
います。 
 



（ローランド） 

 －  － 22 

［［［［注注注注記記記記事事事事項項項項］］］］  

（中間連結貸借対照表関係） (単位：百万円) 

 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 
 （ 2 0 0 6 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ） （ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ） 

担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務    
担 保 提 供 資 産 ２,５２３ ２,５７９ ２,８４６ 
対 応 す る 債 務 １６７ ３９５ ３８６ 

保 証 債 務 ８８７ ９１２ １,０８１ 

輸 出 手 形 割 引 高 １,６００ １,４５８ １,３１２ 

中間連結期末(連結期末)日満期受取手形 ２６ － － 
（注）中間連結期末（連結期末）日満期手形の会計処理については、当中間連結期末日が金融機関の休日のため、

満期日に決済が行われたものとして処理しています。 
    
（中間連結損益計算書関係） (単位：百万円) 

 ２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 
 (2006.4.1～2006.9.30) (2005.4.1～2005.9.30) (2005.4.1～2006.3.31) 

販売費及び一般管理費の 
うち主要な費目及び金額 

   

広 告 販 促 費 ２,４８９ ２,４０２ ４,５１１ 
貸倒引当金繰入額 ６９ ６０ ９１ 
給 与 及 び 賞 与 ６,３５３ ６,０７０ １３,１４２ 
役員退職慰労引当金
繰 入 額 

－ １０ １０ 

賞与引当金繰入額 ６００ ５６３ ５７４ 
役 員 賞 与 引 当 金 
繰 入 額 

６２ － － 

減 損 損 失 
 

当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産について減損損失を計上し
ています。 

場所 用途 種類 

静岡県 
浜松市 

遊休 
(寮用地とし
て取得) 

土地 

長野県 
松本市 

遊休 
(社宅用地と
して取得) 

土地 

当社グループは、事業の種
類別セグメントをベースに資
産のグルーピングを行ってい
ます。また、将来使用が見込
まれない遊休資産について
個々の物件単位で減損認識を
行い、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、14 百万円を減
損損失として特別損失に計上
しています。なお、回収可能
価額は正味売却価額により測
定しており、固定資産税評価
額で評価しています。 

当連結会計年度において、
当社グループは以下の資産に
ついて減損損失を計上してい
ます。 

場所 用途 種類 

静岡県 
浜松市 

遊休 
(寮用地とし
て取得) 

土地 

長野県 
松本市 

遊休 
(社宅用地と
して取得) 

土地 

当社グループは、事業の種
類別セグメントをベースに資
産のグルーピングを行ってい
ます。また、将来使用が見込
まれない遊休資産について
個々の物件単位で減損認識を
行い、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、14 百万円を減
損損失として特別損失に計上
しています。なお、回収可能
価額は正味売却価額により測
定しており、固定資産税評価
額で評価しています。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 当中間連結会計期間（２００６.４.１～２００６.９.３０） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項               （単位：株） 

 前連結会計年度末 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 
 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数 
発行済株式     
普通株式 25,572,404 － － 25,572,404 
  合計 25,572,404 － － 25,572,404 
自己株式     
普通株式(注) 461,663 567 218 462,012 
  合計 461,663 567 218 462,012 
（注）普通株式の自己株式の増加 567 株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少 218 株は、単元未満株

式の買増請求による減少です。 
 
２．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2006 年 6 月 23 日 
定時株主総会 

普通株式 376 15 2006 年 3 月 31 日 2006 年 6 月 26 日 

 
（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2006 年 11 月 7 日 
取締役会 

普通株式 376 利益剰余金 15 2006 年 9 月 30 日 2006 年 12 月 8 日

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

２００６年９月中間期 

（2006.4.1～2006.9.30） 

２００５年９月中間期 

（2005.4.1～2005.9.30） 

２００６年３月期 

（2005.4.1～2006.3.31） 

現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

（2006 年 9月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係 

（2005 年 9月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 
 

（2006 年 3月 31 日現在） 
 現金及び預金勘定 21,973 百万円  現金及び預金勘定 18,946 百万円  現金及び預金勘定 20,616 百万円 
 預入期間が 3か月を
超える定期預金 △ 250

  預入期間が 3か月を
超える定期預金 △ 0

  預入期間が 3 か月を
超える定期預金 △ 200

 

 現金及び現金同等物 21,722 百万円  現金及び現金同等物 18,946 百万円  現金及び現金同等物 20,415 百万円 

 
 
（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 
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（有 価 証 券 関 係） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 
 （単位：百万円） 

２００６年９月中間期 
（ 2 0 0 6 . 9 . 3 0 ）  

２００５年９月中間期 
（ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ）  

２００６年３月期 
（ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ）  

 

取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 

差 額 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 

差 額 取得原価 連結貸借 
対照表計上額 

差 額 

株   式 

債  券 
国 債 ・ 
地方債等 
社   債 

そ の 他 

1,573 

 
 

300 
114 

342 

2,716 

 
 

291 
125 

436 

1,142 

 
 

△8 
11 

93 

674 

 
 

149 
14 

319 

1,537 

 
 

150 
20 

392 

862 

 
 
0 
6 

72 

1,592 

 
 
－ 
114 

420 

2,854 

 
 
－ 
122 

535 

1,262 

 
 
－ 
7 

115 

合  計 2,329 3,569 1,239 1,158 2,099 941 2,126 3,512 1,385 

(注)1.減損処理を行った有価証券については、減損処理後の帳簿価格を取得原価として記載しています。 
2.減損処理金額 2006年9月中間期 －百万円 2005年9月中間期 1百万円 2006年3月期 1百万円 
 

２. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結(連結)貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

 2006年 9月中間期 
（ 2 0 0 6 . 9 . 3 0）  

2005年 9月中間期 
（ 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ）  

2006年 3月期 
（ 2 0 0 6 . 3 . 3 1 ）  

(1)子会社株式及び関連会社株式 
(2)その他有価証券 
①店頭売買株式を 

除く非上場株式 
②そ   の   他 

851 
 
 
54 
47 

782 
 
 
75 
126 

864 
 
 
70 
171 

合 計 952 983 1,106 

 
（デリバティブ取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 
 

（企業結合等関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 
 

 

区 分
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（セ グ メ ン ト 情 報） 
 
1. 事業の種類別セグメント情報 
 （単位：百万円） 

２００６ 年９月中間期 （ 2006．4．1 ～ 2006．9．30 ）  
セグメント 

科   目 
電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 消 去 又は 

全 社 連 結 

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 26,283 18,614 44,897 － 44,897 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 － － － － － 

計 26,283 18,614 44,897 － 44,897 
営 業 費 用 25,112 15,064 40,176 － 40,176 
営 業 利 益 1,171 3,550 4,721 － 4,721 

（単位：百万円） 
２００５年９月中間期 （ 2005．4．1 ～ 2005．9．30 ）  

セグメント 
科   目 

電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 消 去 又は 

全 社 連 結 

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 27,826 15,068 42,895 － 42,895 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 － － － － － 

計 27,826 15,068 42,895 － 42,895 
営 業 費 用 26,954 12,015 38,969 － 38,969 
営 業 利 益 871 3,053 3,925 － 3,925 

 （単位：百万円） 
２００６年３月期 （ 2005．4．1 ～ 2006．3．31 ）  

セグメント 
科   目 

電 子 楽 器 
事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 
機 器 事 業 計 消 去 又は 

全 社 連 結 

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 58,005 31,268 89,274 － 89,274 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 － － －    － － 

計 58,005 31,268 89,274 － 89,274 
営 業 費 用 55,595 25,304 80,899 － 80,899 
営 業 利 益 2,409 5,964 8,374 － 8,374 

 (注)1.事業区分の方法 
    当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺 

機器事業に区分しています。 
  2.各事業の主要な製品 
    (1)電子楽器事業 
       電子ピアノ、シンセサイザー、デジタル・レコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
    (2)コンピュータ周辺機器事業 
       プリンター、プロッタ、モデリングマシン 
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2. 所在地別セグメント情報 
 （単位：百万円） 

２００６年９月中間期 （ 2006．4．1 ～ 2006．9．30 ） 

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 豪州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 13,911 15,828 14,489 667 44,897 － 44,897 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 20,036 26 508 － 20,572 (    20,572) － 

計 33,948 15,855 14,998 667 65,470 (   20,572) 44,897 

営 業 費 用 30,490 15,374 14,164 611 60,641 (    20,464) 40,176 

営 業 利 益 3,457 481 833 56 4,828 (  △   107) 4,721 

 （単位：百万円） 

２００５年９月中間期 （ 2005．4．1 ～ 2005．9．30 ） 

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 豪州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 12,563 14,725 12,856 2,749 42,895 － 42,895 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 15,931 196 572 － 16,700 (    16,700) － 

計 28,495 14,921 13,428 2,749 59,595 (    16,700) 42,895 

営 業 費 用 26,084 14,602 12,311 2,795 55,793 (    16,824) 38,969 

営業利益又は営業損失(△) 2,411 318 1,116 △   45 3,801 (  △   124) 3,925 

 （単位：百万円） 

２００６年３月期 （ 2005．4．1 ～ 2006．3．31 ） 

セグメント 

科  目 
日本 北米 欧州 豪州 計 

消去又は 

全社 
連結 

売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 25,708 30,854 27,195 5,515 89,274 － 89,274 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 33,279 266 1,020 － 34,565 (    34,565) － 

計 58,987 31,120 28,216 5,515 123,839 (    34,565) 89,274 

営 業 費 用 54,022 29,834 26,258 5,492 115,607 (    34,708) 80,899 

営 業 利 益 4,965 1,285 1,958 23 8,232 (  △   142) 8,374 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっています。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、ベルギー、デンマーク、スペイン 
豪州：オーストラリア 
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3. 海外売上高 

（単位：百万円） 

２００６年９月期 （ 2006．4．1 ～ 2006．9．30 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 15,296 15,613 6,509 37,420 

Ⅱ 連 結 売 上 高    44,897 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

34.1 34.8 14.5 83.4 

（単位：百万円） 

２００５年９月期 （ 2005．4．1 ～ 2005．9．30 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 14,344 13,932 7,483 35,759 

Ⅱ 連 結 売 上 高    42,895 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

33.4 32.5 17.4 83.3 

（単位：百万円） 

２００６年３月期 （ 2005．4．1 ～ 2006．3．31 ） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 29,996 29,086 14,998 74,081 

Ⅱ 連 結 売 上 高    89,274 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

33.6 32.6 16.8 83.0 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。  

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー、デンマーク、スペイン 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 
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（1株当たり情報） 

２００６年９月中間期 

（ 2006．4．1 ～  2006．9．30 ） 

２００５年９月中間期 

（ 2005．4．1 ～ 2005．9．30 ） 

２００６年３月期 

（ 2005．4．1 ～ 2006．3．31 ） 

1株当たり純資産額 2,190円51銭 1株当たり純資産額 2,021円29銭 1株当たり純資産額 2,128円44銭 

1株当たり中間純利益 72円92銭 1株当たり中間純利益 50円 36銭 1株当たり当期純利益 124円65銭 
  

(注) 1. 潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していません。 
2. 1株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

  ２００６年９月中間期 

（ 2006.4.1～2006.9.30 ） 

２００５年９月中間期 

( 2005.4.1～2005.9.30 ) 

２００６年３月期 

（ 2005.4.1～2006.3.31 ） 

中間（当期）純利益（百万円） １,８３１ １,２６４ ３,２０８ 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － ７８ 

（うち利益処分による 
役員賞与金（百万円）） 

（－） （－） （７８） 

普通株式に係る 
中間（当期）純利益（百万円） 

１,８３１ １,２６４ ３,１３０ 

普通株式の期中平均株式数 
（百万株） 

２５ ２５ ２５ 
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５５５５．．．．生生生生産産産産、、、、受受受受注注注注及及及及びびびび販販販販売売売売のののの状状状状況況況況    
 
(１)生 産 実 績 

（単位：百万円） 

２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 事 業 の 種 類 別 
セグメントの名称 品 目 (2006.4.1～2006.9.30) (2005.4.1～2005.9.30) (2005.4.1～2006.3.31) 

 電 子 楽 器 ９,９１０ １１,８０４ ２２,１１５ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 ４,４７３ ４,６４８ ９,８５２ 

電 子 楽 器 事 業 音 響 機 器 １,２７５ １,３３６ ４,１４７ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

３,４１８ ４,７４５ ６,２３１ 

 小 計 １９,０７７ ２２,５３４ ４２,３４６ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 プリンター、プロッタ他 １１,４５２ １０,４５８ ２１,７１０ 

合 計 ３０,５３０ ３２,９９２ ６４,０５７ 

(注) 金額は販売価格によっています。 
 
 
(２)受 注 状 況 
当社グループは、主に需要予測による見込生産方式を採っています。 
 
 

(３)販 売 実 績 
（単位：百万円） 

２００６年９月中間期 ２００５年９月中間期 ２００６年３月期 事 業 の 種 類 別 
セグメントの名称 品 目 (2006.4.1～2006.9.30) (2005.4.1～2005.9.30) (2005.4.1～2006.3.31) 

 電 子 楽 器 １４,７６７ １４,２４０ ２９,３２４ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 ４,６５０ ４,７７１ １０,６７０ 

電 子 楽 器 事 業 音 響 機 器 ２,８６０ ３,０７７ ６,９６３ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

４,００４ ５,７３７ １１,０４６ 

 小 計 ２６,２８３ ２７,８２６ ５８,００５ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 プリンター、プロッタ他 １８,６１４ １５,０６８ ３１,２６８ 

合 計 ４４,８９７ ４２,８９５ ８９,２７４ 

 (注) セグメント間の取引については相殺消去しています。 


